様式第１号（第５条関係）

令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金交付申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和７年度において標記事業を下記のとおり実施したいので、令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金交付要綱第５条第1項の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額　　　　　金　　　　　　　　　円

２　補助金所要額調書　　別紙（１）のとおり
３　補助対象額調書　　　別紙（２）のとおり

４　収支予算書　　　　　別紙（３）のとおり

５　事業計画書　　　　　別紙（４）のとおり
６　業務改善計画書　　　別紙（５）のとおり
７　その他参考となる資料
　　　見積書の写し、購入物品のカタログ　等
（本件担当者）
事業所〒　　　　　　住所：
氏名：　　　　　　　連絡先：TEL：　　　Mail：
　　

別紙（１）（様式第１号関係）

補　助　金　所　要　額　調　書

（単位：円）

	事業所名等
	補助対象額
	補助限度額
	補助基本額

(Ａ、Ｂのいずれか
少ない額)
	補助金所要額
（1,000円未満切捨て）

	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


（注）Ｄ欄は、1,000円未満の端数が生じたときは、切り捨てること。
別紙（２）（様式第１号関係）
補　助　対　象　額　調　書

	品名等
	数量等
	補助対象額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


別紙（３）（様式第１号関係）

収　支　予　算　書

１　収入の部

	区分
	予算額（円）
	備考

	県補助金

事業者負担額


	
	

	計
	
	


（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。

２　支出の部

	区分
	予算額（円）
	備考

	備品購入費
委託費
○○○

	
	

	計
	
	


（注）区分欄は、補助対象とする支出予定の科目ごとに記載すること。

　　　備考欄には、必要に応じて経費の内訳を記載すること。
別紙（４）（様式第１号関係）
事　業　計　画　書

	課題
	（課題や現状）


	目標
	（期待される効果など）


	取組
内容
（計画）
	


※必要に応じ欄は調整すること。

※介護テクノロジーを導入する場合は、令和7年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱様式第１号別紙（４）をもって代替することも可能
様式第２号（第７条関係）

令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業変更承認申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住所
事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を下記のとおり変更したいので、令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金交付要綱第７条第1項の規定により、その承認を申請します。
記
１　変更する理由

２　補助金交付変更額

　　　既交付決定額　　金　　　　　　　　円也

　　　変更承認申請額　　金　　　　　　　　円也

　　　差引増減額　　金　　　　　　　　円也
３　補助金所要額調書（変更）
４　補助対象額調書（変更）
５　収支予算書（変更）
６　事業計画書（変更）
７　その他参考となる資料
（注）３～６は、様式第１号に準ずるものとし、変更箇所に下線を付けること。

３～５は、上段に変更前を（　　）で記載し、下段に変更後の額を記載すること。
（本件担当者）
事業所〒　　　　　　住所：
氏名：　　　　　　　連絡先：TEL：　　　Mail：
様式第３号（第８条関係）

令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業中止（廃止）承認申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を中止（廃止）したいので、令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金交付要綱第８条の規定により、その承認を申請します。

記

１　事業の中止（廃止）の内容

２　事業の中止（廃止）の理由

（本件担当者）
事業所〒　　　　　　住所：
氏名：　　　　　　　連絡先：TEL：　　　Mail：
様式第４号（第９条関係）

令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業実績報告書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業の実績について、令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

１　事業精算額　　　　　　金　　　　　　　　　円

２　補助金所要額精算調書　別紙（１）のとおり
３　補助対象額精算調書　　別紙（２）のとおり
４　収支決算書　　　　　　別紙（３）のとおり
５　事業実績報告書　　　　別紙（４）のとおり
６　その他参考となる資料
導入した物品の写真、納品書、領収書（又は請求書）の写し　等
（本件担当者）
事業所〒　　　　　　住所：
氏名：　　　　　　　連絡先：TEL：　　　Mail：
別紙（１）（様式第４号関係）

補　助　金　所　要　額　精　算　調　書

（単位：円）

	事業所名等
	補助対象額
	交付決定額
	補助基本額

(Ａ、Ｂのいずれか少ない額)
	補助金
所要額
（1,000円未満切捨て）

	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


（注）Ｄ欄は、1,000円未満の端数が生じたときは、切り捨てること。

別紙（２）（様式第４号関係）
補　助　対　象　額　精　算　調　書

	品名等
	数量等
	補助対象額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


別紙（３）（様式第４号関係）

収　支　決　算　書

１　収入の部

	区分
	予算額（円）
	備考

	県補助金

事業者負担額


	
	

	計
	
	


（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。

２　支出の部

	区分
	予算額（円）
	備考

	備品購入費
委託費
○○○

	
	

	計
	
	


（注）区分欄は、補助対象とする支出予定の科目ごとに記載すること。

　　　備考欄には、必要に応じて経費の内訳を記載すること。
別紙（４）（様式第４号関係）
事業実績報告書
	取組
内容
（実績）
	※得られた効果（定性・定量の両面）にも言及



※必要に応じ欄は調整すること。

※介護テクノロジーを導入した場合は、令和7年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱様式第４号別紙（４）をもって代替することも可能
様式第５号（第９条関係）

令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金に係る

仕入れに係る消費税相当額報告書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金交付要綱第９条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記

１　補助金交付要綱第10条の補助金の額の確定額

（令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号による額の確定通知額）
　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也
２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也

４　補助金返還相当額（３－２）

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也
（注）別紙集計表、その他参考となる資料を添付すること。
別紙（第５条、第９条関係）

令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金に係る

仕入れに係る消費税等相当額集計表
（単位：円）

	事業実施主
体名
	仕入れに係る消費税と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額との合計 （A）
	補助率
　　（B）
	仕入れに係る消費税等相当額　
　　　　　　（A×B）
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１　第５条第２項及び第９条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して申請又は報告する場合、事業実施主体ごとに内訳を記載すること。

　　　２　「仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額の合計額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額を記載すること。

　　　３　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記載すること。

様式第６号（第11条関係）

令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金精算払請求書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、令和７年度愛媛県介護生産性向上推進事業費補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり請求します。

記

一金　　　　　　　　　円也
（本件担当者）
事業所〒　　　　　　住所：
氏名：　　　　　　　連絡先：TEL：　　　Mail：
